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JILPT アーカイブ No.178 

「日本企業本社のグローバル化対応に関する調査｣（調査シリーズ No.190）の Read me 

本アーカイブデータについて、注意が必要な箇所を以下に示しました。 

1． 非該当は、システム欠損値になっています。スケール変数の無回答は「－99」で統一さ

れ、欠損値に指定されています。また、カテゴリ変数の無回答は「99」で統一されてい

ます。多重回答の無回答は、選択肢内に付与されています。

2． 秘匿化のため、自由記述回答の内容は含まれていません。また、「問 2（3）中心的に展

開している地域」の「6 カンボジア」と「10 ミャンマー」は「15 その他の国・地

域」に統合されています。 

3． 秘匿化のため、以下の表に示す変数はカテゴリ化されています。 

調査項目 変数名 
カテ

ゴリ数 
各カテゴリの内容(ラベル) 

問 1（1）操業開始年 q1_1_ca 5 
1981 年～、1951 年～1980 年、1921 年～1950 年、 

～1920 年、無回答 

問 1（2）主たる業種

【15 分類】 
q1_2_ca 16 

「食料品、繊維品、木材・家具、パルプ・紙」「化学工

業」「鉄鋼業、金属製品」「機器製造（一般、電気、輸

送、精密）」「プラスチック製品、ゴム・皮革、窯業・

土石、非鉄金属」「その他の製造業」「卸売･小売り」

「運輸業」「建設業」「不動産業」「飲食店･宿泊業」

「金融･保険業」「情報通信業」「サービス業」「その

他の非製造業」「無回答」 

問 1（2）主たる業種 

【2 分類】 
q1_2_ca2 3 製造業、非製造業、無回答 

問 1（3）日本本社の 

従業員数 
q1_3_ca 5 

300 人未満、300～1,000 人未満、1,000～3,000 人 

未満、3,000 人以上、無回答 

問 1（4）2017 年度の 

売上高（億円） 
q1_4_ca 6 

100 億円未満、100～300 億円未満、300～1,000 億円 

未満、1,000～3,000 億円未満、3,000 億円以上、無回答 

問 1（5）2017 年度の 

経常利益（億円） 
q1_5_ca 5 

～10 億円未満、10～30 億円未満、30～100 億円未満、

100 億円以上、無回答 

問 1（7）A.役員・取締

役／従業員数【合計】 
q1_7_1_1_ca 5 

10 人未満、10～20 人未満、20～30 人未満、 

30 人以上、無回答 
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問 1（7）B.部長／ 

従業員数【合計】 
q1_7_1_2_ca 8 

10 人未満、10～20 人未満、20～30 人未満、30～40 人

未満、40～50 人未満、50～100 人未満、100 人以上、

無回答 

問 1（7）C.課長／ 

従業員数【合計】 
q1_7_1_3_ca 10 

10 人未満、10～20 人未満、20～30 人未満、30～40 人

未満、40～50 人未満、50～100 人未満、100～150 人未

満、150～200 人未満、200 人以上、無回答 

問 1（7）D.一般従業員

／従業員数【合計】 

問 1（7）D.一般従業員

／従業数【うち女性】 

問 1（7）E.合計／ 

従業数【うち女性】 

q1_7_1_4_ca 

q1_7_3_4_ca 

q1_7_3_5_ca 

8 

100 人未満、100～200 人未満、200～300 人未満、 

300～400 人未満、400～500 人未満、500～1,000 人 

未満、1,000 人以上、無回答 

問 1（7）E.合計／ 

従業員数【合計】 
q1_7_1_5_ca 5 

300 人未満、300～1,000 人未満、1,000～3,000 人 

未満、3,000 人以上、無回答 

問 1（7）B.部長／ 

従業数【うち女性】 
q1_7_3_2_ca 5 0 人、1～4 人、5～9 人、10 人以上、無回答 

問 1（7）C.課長／ 

従業数【うち女性】 
q1_7_3_3_ca 10 

0 人、1～4 人、5～9 人、10～20 人未満、20～30 人 

未満、30～40 人未満、40～50 人未満、50～100 人 

未満、100 人以上、無回答 

問 2（1-a）日本本社の

連結対象となる 

海外現地法人 

問 2（1-b）日本本社 

直轄の支社・支店の数 

q2_1_1_ca 

q2_1_2_ca 
7 

0 社、1～5 社、6～10 社、11～20 社、21～30 社、 

31 社以上、無回答 

問 2（2）A.中国、 

B.東南アジア、C.その他

のアジア地域、D.中東・ 

アフリカ、E.ヨーロッ

パ、F.北米、G.中南米・ 

オセアニア 

／地域別、進出年度 

q2_2_2_1_ca 

q2_2_2_2_ca 

q2_2_2_3_ca 

q2_2_2_4_ca 

q2_2_2_5_ca 

q2_2_2_6_ca 

q2_2_2_7_ca 

6 
～1980 年、1981 年～1990 年、1991 年～2000 年、

2001 年～2010 年、2011 年～、無回答 

 

・なお、調査票の P82 問 1(6)の選択肢 2、及び、集計表の P108～109 の表頭で「20～50％

以上の増加」とあるのは、「20～50％未満の増加」の誤植です。 

 

・なお、集計表の P176～179 及び P310～313 の表頭で、「フィリピン」とあるのは正しく

は「ベトナム」、「ベトナム」とあるのは正しくは「フィリピン」です（逆）。 
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